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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第78期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第79期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第78期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 18,900 34,201 206,393

経常利益又は経常損失（△）　（百

万円）
△876 957 1,046

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
△906 924 447

純資産額（百万円） 38,481 33,500 29,549

総資産額（百万円） 249,595 223,398 202,560

１株当たり純資産額（円） 535.22 465.97 411.00

１株当たり四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）（円）
△12.61 12.86 6.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － －

自己資本比率（％） 15.4 15.0 14.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
11,738 16,134 △4,697

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
14 33 2,003

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△404 △5,008 1,948

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
40,645 39,636 28,474

従業員数（人） 1,476 1,425 1,442

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第78期及び第79期第１四半期連結累計（会

計）期間については潜在株式がないため、第78期第１四半期連結累計（会計）期間は潜在株式がなく、また、

四半期（当期）純損失のため記載していない。

EDINET提出書類

株式会社錢高組(E00069)

四半期報告書

 2/22



２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。　

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,425 (171)

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除く。）である。

２．臨時従業員数は(　)内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載している。

(2）提出会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,420 (171)

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く。）である。

２．臨時従業員数は(　)内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載している。
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第２【事業の状況】

「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

区分
前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

建設事業（百万円） 24,398 13,558 （44.4％減）

合計（百万円） 24,398 13,558 （44.4％減）

(2) 売上実績

区分
前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

建設事業（百万円） 18,385 31,874 （73.4％増）

不動産事業（百万円） 515 2,327 （351.5％増）

合計（百万円） 18,900 34,201 （81.0％増）

　（注）１．当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っていない。

２．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載していない。

３．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりである。
前第１四半期連結会計期間

　建設事業　　三菱電線工業株式会社　　　　　　　　　　　　　　2,636百万円　　　14.0%
当第１四半期連結会計期間

　建設事業　　新三郷デベロップメント・スリー特定目的会社　　　4,720百万円　　　13.8%

(3) 売上にかかる季節的変動について
建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期

から第３四半期までの連結累計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多

くなるといった季節的変動がある。

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。

建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況

①　受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 区分
期首繰越
工事高
（百万円）

期中受注
工事高
（百万円）

計

（百万円）

期中完成
工事高　
（百万円）

期末繰越
工事高　
（百万円）

前第１四半期累計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

建築工事 160,083 20,877 180,960 12,215 168,745

土木工事 87,122 3,520 90,643 6,170 84,473

計 247,205 24,398 271,604 18,385 253,218

当第１四半期累計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

建築工事 123,410 8,608 132,019 27,372 104,646

土木工事 87,603 4,950 92,554 4,501 88,052

計 211,014 13,558 224,573 31,874 192,698

前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

建築工事 160,083 119,754 279,837 156,426 123,410

土木工事 87,122 48,314 135,437 47,833 87,603

計 247,205 168,069 415,274 204,259 211,014

　（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその増減

額を含む。従って、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）である。
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②　受注工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日）

建築工事 49 20,828 20,877

土木工事 1,374 2,146 3,520

計 1,424 22,974 24,398

当第１四半期会計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）

建築工事 1,048 7,559 8,608

土木工事 3,642 1,307 4,950

計 4,690 8,867 13,558

③　完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期会計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日）

建築工事 714 11,500 12,215

土木工事 677 5,492 6,170

計 1,392 16,993 18,385

当第１四半期会計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）

建築工事 2,933 24,439 27,372

土木工事 3,376 1,124 4,501

計 6,310 25,564 31,874

（注） 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は次のとおりである。

前第１四半期会計期間

　三菱電線工業株式会社　　　　　　　　　　　　　　2,636百万円　　　14.3%

当第１四半期会計期間

新三郷デベロップメント・スリー特定目的会社　　　4,720百万円　　　14.8%

④　繰越工事高（平成21年６月30日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

建築工事 16,485 88,161 104,646

土木工事 69,155 18,896 88,052

計 85,641 107,057 192,698

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。
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３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結会計期間における建設市場において、民間工事は、企業の事業計画の見直しにより設備投資が

抑制され、前期に引き続き縮小傾向にある。また、公共工事は受注競争が更に激しさを増すなど、厳しい経営環境下

で推移した。

このような状況のもと、当第１四半期連結会計期間の業績は次のとおりとなった。

売上高については、建設事業31,874百万円（前年同四半期比73.4％増）に不動産事業2,327百万円（前年同四半期

比351.5％増）を加えた34,201百万円（前年同四半期比81.0％増）となった。利益面については、営業利益は842百万

円（前年同四半期は1,281百万円の営業損失）、経常利益は957百万円（前年同四半期は876百万円の経常損失）、当

四半期純利益は924百万円（前年同四半期は906百万円の四半期純損失）となった。

事業の種類別セグメント

（建設事業）

受注工事高は、建築工事8,608百万円（前年同四半期比58.8％減）、土木工事4,950百万円（前年同四半期比

40.6％増）の合計13,558百万円（前年同四半期比44.4％減）となり、完成工事高は、建築工事27,372百万円（前年

同四半期比124.1％増）、土木工事4,501百万円（前年同四半期比27.0％減）の合計31,874百万円（前年同四半期比

73.4％増）、営業損失は1,145百万円（前年同四半期は1,513百万円の営業損失）である。

（不動産事業）

売上高は2,327百万円（前年同四半期比351.5％増）、営業利益は2,090百万円（前年同四半期比523.5％増）であ

る。

なお、当第１四半期連結会計期間末の財政状態は次のとおりである。

資産の部は、前連結会計年度末比20,838百万円増(10.3％増)の223,398百万円である。

その内訳は、流動資産については、前連結会計年度末比15,226百万円増(10.0％増)の167,310百万円、固定資産につい

ては、前連結会計年度末比5,611百万円増(11.1％増)の56,087百万円である。

負債の部は、前連結会計年度末比16,886百万円増(9.8％増)の189,897百万円である。

その内訳は、流動負債については、前連結会計年度末比14,908百万円増(11.2％増)の148,177百万円、固定負債につい

ては、前連結会計年度末比1,977百万円増(5.0％増)の41,719百万円である。

純資産の部は、前連結会計年度末比3,951百万円増(13.4％増)の33,500百万円である。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、39,636百万円となった。

その内訳は、営業活動によるキャッシュ・フローについては16,134百万円の収入超過、投資活動によるキャッシュ

・フローについては33百万円の収入超過、財務活動によるキャッシュ・フローについては5,008百万円の支出超過で

ある。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間における研究開発費は87百万円である。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

(2）設備の新設、除却等の計画

特記事項なし。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 190,000,000

計 190,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株） 
（平成21年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 73,531,406 73,531,406
株式会社大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 73,531,406 73,531,406 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金　
増減額　　　
（百万円）

資本準備金　
残高　　　（百
万円）

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

－ 73,531,406 － 3,695 － 522

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。　

①【発行済株式】

　 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    1,636,000 － 単元株式数　1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式   71,758,000 71,758 同上

単元未満株式 普通株式      137,406 － －

発行済株式総数 73,531,406 － －

総株主の議決権 － 71,758 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれている。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権に係る議決権の数２個が含まれている。

②【自己株式等】

　 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社錢高組
大阪市西区西本町

二丁目２番11号
1,636,000 － 1,636,000 2.23

計 － 1,636,000 － 1,636,000 2.23

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 133 158 184

最低（円） 110 110 145

　（注）　株式会社大阪証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載した。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載している。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則及び建設業法施行規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則

及び建設業法施行規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 39,636 28,474

受取手形・完成工事未収入金等 53,414 61,876

未成工事支出金 ※1
 62,764 55,241

販売用不動産 181 241

その他 11,776 6,711

貸倒引当金 △461 △461

流動資産合計 167,310 152,084

固定資産

有形固定資産

土地 13,135 13,135

その他（純額） ※2
 5,154

※2
 5,222

有形固定資産合計 18,290 18,358

無形固定資産 46 40

投資その他の資産

投資有価証券 36,473 30,793

その他 2,905 2,921

貸倒引当金 △1,627 △1,637

投資その他の資産合計 37,751 32,077

固定資産合計 56,087 50,475

資産合計 223,398 202,560
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 52,660 54,427

短期借入金 ※4
 20,582

※4
 25,082

1年内償還予定の社債 1,712 1,712

未払法人税等 112 176

未成工事受入金 64,188 46,352

完成工事補償引当金 158 143

賞与引当金 911 661

工事損失引当金 ※1
 3,721 3,611

その他 4,131 1,101

流動負債合計 148,177 133,268

固定負債

社債 17,737 17,737

長期借入金 6,370 6,515

繰延税金負債 8,470 6,198

退職給付引当金 7,116 7,276

役員退職慰労引当金 172 169

その他 1,853 1,845

固定負債合計 41,719 39,742

負債合計 189,897 173,011

純資産の部

株主資本

資本金 3,695 3,695

資本剰余金 522 522

利益剰余金 17,546 16,981

自己株式 △405 △405

株主資本合計 21,359 20,794

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 12,341 8,930

為替換算調整勘定 △200 △176

評価・換算差額等合計 12,141 8,754

純資産合計 33,500 29,549

負債純資産合計 223,398 202,560
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高

完成工事高 18,385 31,874

不動産事業等売上高 515 2,327

売上高合計 18,900 34,201

売上原価

完成工事原価 17,891 31,141

不動産事業等売上原価 151 218

売上原価合計 18,043 31,360

売上総利益

完成工事総利益 493 732

不動産事業等総利益 363 2,109

売上総利益合計 857 2,841

販売費及び一般管理費 ※1
 2,139

※1
 1,999

営業利益又は営業損失（△） △1,281 842

営業外収益

受取利息 34 15

受取配当金 419 305

その他 193 57

営業外収益合計 647 378

営業外費用

支払利息 219 194

その他 22 69

営業外費用合計 242 263

経常利益又は経常損失（△） △876 957

特別利益

前期損益修正益 15 9

貸倒引当金戻入額 47 4

その他 2 15

特別利益合計 65 29

特別損失

前期損益修正損 5 1

その他 19 2

特別損失合計 25 4

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△835 983

法人税、住民税及び事業税 72 61

法人税等調整額 △2 △2

法人税等合計 70 58

四半期純利益又は四半期純損失（△） △906 924
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△835 983

減価償却費 92 100

貸倒引当金の増減額（△は減少） △60 △10

工事損失引当金の増減額（△は減少） 323 109

退職給付引当金の増減額（△は減少） △336 △160

受取利息及び受取配当金 △453 △320

支払利息 219 194

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △4

投資有価証券評価損益（△は益） 3 0

売上債権の増減額（△は増加） 18,594 8,462

未成工事支出金の増減額（△は増加） △25,326 △7,522

販売用不動産の増減額（△は増加） △360 60

仕入債務の増減額（△は減少） △1,765 △1,767

未成工事受入金の増減額（△は減少） 23,156 17,835

その他 △1,752 △1,889

小計 11,498 16,071

利息及び配当金の受取額 440 317

利息の支払額 △144 △128

法人税等の支払額 △56 △125

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,738 16,134

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2 △6

投資有価証券の取得による支出 △1 △2

投資有価証券の売却による収入 0 11

貸付金の回収による収入 － 36

その他 18 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー 14 33

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △45 △4,600

長期借入金の返済による支出 － △45

配当金の支払額 △359 △359

自己株式の取得による支出 － △0

その他 △0 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △404 △5,008

現金及び現金同等物に係る換算差額 118 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,466 11,161

現金及び現金同等物の期首残高 29,178 28,474

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 40,645

※1
 39,636
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

      該当事項なし。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 一般債権の貸倒見積高の算定については、前連結会計年度末に算定したも

のと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決算において算定

した貸倒実績率等を使用している。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定

しているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定してい

る。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法　

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるた

め、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっている。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項なし。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ている。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成

工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

25,857百万円である。

※２　有形固定資産減価償却累計額     11,578 百万円

　３　保証債務

一括支払信託債務に対して保証を行っている。

コウトク商事株式会社 1,542 百万円

計 1,542 　

なお、保証予約等はない。

※４　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行20行と当座貸越契約及び取

引銀行９行と貸出コミットメント契約を締結してい

る。これらの契約に基づく当四半期連結会計期間末に

おける当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借

入未実行残高等は次のとおりである。

当座貸越極度額 46,940 百万円

借入実行残高 18,320 　

差引額 28,620 　

貸出コミットメントの総額 10,000 百万円

借入実行残高 － 　

差引額 10,000 　

※１　　　　　　　　　─────

 

 

 

 

※２　有形固定資産減価償却累計額   　11,484 百万円

　３　保証債務

一括支払信託債務に対して保証を行っている。

コウトク商事株式会社 1,108 百万円

計 1,108 　

連結会社以外の会社の不動産前払保証に対して保証

を行っている。

西武ハウス株式会社 0 百万円

計 0 　

なお、保証予約等はない。

※４　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行20行と当座貸越契約及び取

引銀行９行と貸出コミットメント契約を締結してい

る。これらの契約に基づく当連結会計年度末における

当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実

行残高等は次のとおりである。

当座貸越極度額 46,940 百万円

借入実行残高 18,820 　

差引額 28,120 　

貸出コミットメントの総額 10,000 百万円

借入実行残高 5,000 　

差引額 5,000 　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

従業員給料手当 809 百万円

地代家賃 180 　

　２　当社グループの売上高は、契約により工事の完成引渡

しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第

１四半期から第３四半期までの連結累計期間における

売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動がある。

※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりである。

従業員給料手当 749 百万円

賞与引当金繰入額 100 　

退職給付引当金繰入額 59 　

　２　　　　　　　　　　同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年６月30日現在）

現金預金勘定 40,645 百万円

現金及び現金同等物 40,645 　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年６月30日現在）

現金預金勘定 39,636 百万円

現金及び現金同等物 39,636 　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　73,531千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　 　　　1,636千株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

４．配当に関する事項

配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 359 5.0 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　
建設事業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 31,874 2,327 34,201 － 34,201

営業利益又は営業損失（△） △1,145 2,090 944 (101) 842

　（注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

２．各区分に属する主要な事業の内容

建設事業　：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

不動産事業：不動産の売買、賃貸、仲介等に関する事業

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略した。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略した。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略した。

（有価証券関係）

特記事項なし。

（デリバティブ取引関係）

特記事項なし。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 465.97円 １株当たり純資産額 411.00円

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失 12.61円 １株当たり四半期純利益 12.86円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第１四半期連結累計期間については潜在株式がない

ため、前第１四半期連結累計期間は潜在株式がなく、また、１株当たり四半期純損失であるため記載していな

い。

　２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △906 924

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△906 924

普通株式の期中平均株式数（千株） 71,898 71,894

（重要な後発事象）

該当事項なし。

（リース取引関係）

特記事項なし。

２【その他】

該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月５日

株式会社錢高組

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 勝野　成紀　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　敏則　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　和也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社錢高組の平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社錢高組及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　追記情報

　会計処理基準に関する事項の変更に記載されているとおり、会社は当第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する

会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月５日

株式会社錢高組

取締役会　御中

東陽監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 勝野　成紀　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　敏則　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　和也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社錢高組の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社錢高組及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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